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要旨 

本稿は、マダガスカル農村における夫婦間の交渉力に着眼点を置き、それが子ども

の健康状態にどのような影響を与えているのかを分析している。その結果をもとに、

マダガスカルのジェンダー平等の実現、健康水準の向上を促す政策を提言し、後にマ

ダガスカルの開発に繋げたい。 

マダガスカルの貧困者比率は 2010 年時で 76.5%であり、過去 20 年ではほとんど状

況の改善は見られておらず、深刻な状況にあると言える。また、ジェンダーに関して

は、女性世帯主は男性世帯主よりも貧困に陥りやすい、失業率や様々な部門の就職率

が男性に比べて低い、妊産婦の死亡率が改善されていないという状況である。健康に

関しては、栄養不良や体重不足、発育不良の 5 歳未満児も多く見られ、マラリアなど

の予防可能な病気で 5 歳を迎えることができない子どもは、毎年 38,000 人以上にの

ぼる。現状分析から、子どもの健康状況は深刻であり、世界最貧国の 1 つであるマダ

ガスカルには、こうした状況へ支払うことが出来る予算も限られていることが理解で

きた。よって、早急かつコストがあまりかからない、効果的な対策が必要である。 

先行研究として、開発途上国において女性の交渉力や自立性が子どもの健康や就

学、厚生に与える影響を検証している研究を挙げ、解説する。先行研究から、女性の

交渉力、自立性向上は子どもの厚生を改善する可能性があることが示唆された。ま

た、リスク選好は夫婦間交渉力に影響していることが判明した。それらを踏まえて本

稿の新規性としては、2014 年と 2017 年に行われたマダガスカル農村調査によるデー

タを用いてパネルデータ分析を行い、二段階最小二乗法を用いて、3 年間での子ども

の健康水準の決定要因を測り、更に夫婦間交渉力の要因を検証することであると考え

る。 

我々は、「マダガスカル農村において妻の夫婦間交渉力が上昇すると子どもの健康

水準が向上する」という検証仮説を立てた。使用するデータは、関西学院大学経済学

部・栗田研究会 5 期生が 2017 年 8 月に実際にマダガスカルに訪れ、JICA 協力のも

と、独自の調査票を用いて各家計へのアンケート調査により得たものである。子ども

の健康水準を測る指標として、我々は BMI を使用し、妻の夫婦間交渉力はメディアと
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対話に関する 7 つの質問項目の YES の合計数で測定する。また、サイコロを用いたリ

スク選好ゲームを行い、その結果を説明変数として利用する。分析を進めるため、

我々は非対称なナッシュ均衡点を持つ協力的バーゲニングモデルを利用する。理論モ

デルを基に、我々は 2 本の推計式を作成した。分析の際、主成分分析により、妻の夫

婦間交渉力、妻の対話頻度、妻のメディア使用頻度の 3 つの変数を新たに作成して使

用する。1 本目は子どもの BMI を、2 本目は第一主成分の妻の夫婦間交渉力を被説明

変数に置き、それぞれの決定要因を、二段階最小二乗法を使用して分析を行った。ま

た、パネルデータの中でも固定効果モデルを使用し、妻の交渉力が子どもの健康に与

える影響を求めた。分析結果としては、1 本目の推計式により、第一主成分の交渉

力、子どもの年齢、妻の家事労働時間、兄弟数が有意となり、これらの変数が子ども

の BMI に影響を与えていることが結果として得られた。また、2 本目の推計式によ

り、子どもの年齢、妻の村内ネットワーク、妻の村の上映会の視聴頻度、第二主成分

の対話頻度、第三主成分の対話頻度、第一主成分のメディア使用頻度、第三主成分の

メディア使用頻度が有意となり、これらの変数が妻の夫婦間交渉力に影響を与えてい

ることが判明した。最後に、F 検定と Hausman 検定を行い、固定効果モデルが本稿に

適している分析方法であることも示した。 

これらの結果から我々は、妻の夫婦間交渉力の向上、活動の効率化が可能である

「LMR」を政策として提言した。これは、「Le Mère Réunion」の頭文字を合体させた名

前であり、フランス語で「母会議」という意味である。「LMR」とは、日本の学校におけ

る PTA のような組織で、各学校で子どもの母親と教職員により組織された団体である。

この政策によって、学校の教育改善、子どもの勉強へのインセンティブ向上、村内で

の情報交換だけでなく、妻の夫婦間交渉力の向上が期待できる。母親や教職員同士で

意見交換などを行うことで協調性が養われ、自立するための一歩になるはずである。

活動を通して子どもと教職員、母親のコミュニケーションの機会が増え、意見や情報

の交換が行われる。また、生活していくうえでのコミュニケーション能力、隣人同士

の交流、助け合いも可能になるのではないだろうか。そして、母親のエンパワーメン

トや交渉力の向上が見込まれ、それが子どもの健康水準向上につながると考える。こ

の政策では、母親と教職員が集まり、議論を行うためコストはほとんどかからない。

そして、集団内に役割を配置することで、それぞれの仕事に責任感を持たせることが

でき、効率性の高い活動になると考えられる。 
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はじめに 

本稿は、マダガスカル農村における夫婦間の交渉力に着眼点を置き、それが子ども

の健康状態にどのような影響を与えているのかを分析している。その結果をもとに、

マダガスカルのジェンダー平等の実現、健康水準の向上を促す政策を提言し、後にマ

ダガスカルの開発に繋げたい。2014 年 8 月、我々の先輩にあたる栗田匡相研究会 4

期生が実際にマダガスカルへ訪れ、各家計へのアンケート調査により 520 世帯ものデ

ータを得ることができた。我々は 3 年が経った現在も、子どもの健康水準はあまり改

善されていないと予想し、その問題を解決するべく夫婦間交渉力を介して政策提言を

行いたいと考えた。2014 年のデータをパネルデータとして用いることができ、夫婦

間交渉力が子どもの健康に与える影響をパネルデータで分析していることが本稿の新

規性といえる。また、ミレニアム開発目標(Millennium Development Goals: MDGs)で

は、達成することができなかった目標として、「5 歳未満児や妊産婦の死亡率削減」

と「ジェンダー平等推進と女性の地位向上」があり、持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals: SDGs）では、17 の目標の中に「すべての人に健

康と福祉を」と「ジェンダー平等の実現」があるように、ジェンダー平等の実現と健

康水準向上は重要課題であるといえる。これらの要因が、我々がこのテーマを選出し

た理由である。 

 まず第 1 章では、現状分析及び問題意識について述べる。現状分析から、子どもの

健康状況は深刻であり、世界最貧国の 1 つであるマダガスカルには、こうした状況へ

支払うことが出来る予算も限られていることが理解できた。よって、早急かつコスト

があまりかからない、効果的な対策が必要である。 

 第 2 章では先行研究及び本稿の位置付けについて述べる。女性の交渉力や自立性が

子どもの健康や就学、厚生に与える影響を検証している研究や、夫婦間交渉力がリス

ク選好にどのような影響をもたらしているのかを分析、検証している先行研究を挙げ、

それぞれ解説を行う。新規性については上述した通りである。 

 第 3 章では、理論及び分析について述べる。本稿では、我々が 2017 年 8 月に実際に

マダガスカルに訪れ、JICA 協力のもと、独自の調査票を用いて各家計へのアンケート
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調査により得たものと 2014 年のデータを用いて分析を行う。理論モデルは非対称なナ

ッシュ均衡点を持つ協力的バーゲニングモデルを利用する。分析方法はパネルデータ

による操作変数を用いた二段階最小二乗法を使用する。また、夫婦間交渉力とメディ

アに関しては、それぞれ主成分分析を行った。 

最後に第 4 章では、政策提言について述べる。我々は、JICA や NGO が行っていた政

策、活動を応用、または改善策を考えた。そこで、我々は対話やメディアによる情報

収集により、夫婦間交渉力を向上させ、波及効果で子どもの健康水準を改善させるよ

うな政策を提言する。 
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現状分析・問題意識 

第１節 基本情報及び政変による経済変化 

マダガスカルは、アフリカ大陸の南東部に位置する島国であり、総面積約 58 平方㎞

と日本の約１.6 倍の国土面積を持つ国である。人口は約 2500 万人と日本の約 5 分の

１となっており、総人口の約 80%が農業に従事している。首都はアンタナナリボであ

り、公用語はマダガスカル語とフランス語である。通貨の単位はマダガスカル・アリ

アリ（Malagasy Ariary）であり、通貨記号は MGA で表される。気候は乾季(4 月～10

月)と雨季(11 月～3 月)の 2 つがあり、中央高地・東海岸・西海岸の 3 地帯で異なる。

宗教に関してはキリスト教が最も多く、次いでプロテスタント、カトリック、イスラ

ム教などがある。 

1896 年にフランスの植民地化とされ、その後独立し、親仏政策により順調な成長を見

せてきた。しかし、2009 年に当時の大統領であるラヴァルマナナ氏とアンタナナリボ

市長であるラジョリナ氏との間で政治的対立が起こり、反政府デモが激化した。その

影響で経済が混乱し、海外の主要ドナー国による援助が停止された。同時期に起こっ

たインフレ率上昇などにより、経済は更に低迷し、1 日 1.25 ドル未満で生活する貧困

者が増大した。マダガスカルの貧困者比率は 2010 年時 76.5%であり、過去 20 年では

ほとんど状況の改善は見られない。また、都市部の貧困率が 54.2%であるのに対し、農

村部の貧困率は 82.2%であるように、地方は深刻な状況にあると言える。1 人当たりの

国民総所得は 402 ドルと 189 ヶ国中 186 位、人間開発指数が 188 ヶ国中 158 位と世界

最低水準に留まっている。（表 1 参照） 
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表 1 人間開発指数国別ランキング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Global Note「人間開発指数（HDI） 国別ランキング・推移」より筆者作成 

 

第 2 節 貧困削減と開発 

ミレニアム開発目標は、2000 年 9 月にニューヨークで開催された国連ミレニアムサ

ミットによって採択された、開発分野における国際社会共通の目標である。（図 1 参

照）2000 年に出された国連ミレニアム宣言と 1990 年代に開催された主要な国際会議・

サミットで採択された国際開発目標を結合して、1 つの共通の枠組みとしてまとめら

れた開発目標である。この目標では、2015 年までに達成すべき 8 つの目標、21 のター

ゲット、60 の指標を掲げている。ミレニアム開発目標の達成状況としては、1 日 1.25

ドル未満で生活する貧困者の割合は、1990 年代の 47%から 14%にまで減少した。また、

初等教育就学率も 2000 年の 83%から 91%にまで改善され、それらに関しては目標達成

が宣言された。一方で、5 歳児未満や妊産婦の死亡率削減については、改善は見られた

ものの目標水準に届かず、ジェンダー平等推進と女性の地位向上についても、就職率

や政治参加で男性との間に大きな格差が残っている。また、二酸化炭素の排出量が 1990

年代に比べて約 50%以上増加しており、それによる気候変動や温暖化が開発の大きな

脅威となっていることも指摘された。開発途上国内や地域別で見ると達成状況に格差

が見られ、深刻な格差の問題と最貧困層や脆弱な人々が依然置き去りになっている状

況も指摘されている。また、サハラ以南アフリカにおいては、目標達成はおろか、進

展がない又は状況が悪化している分野が多数ある。  
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図 1 ミレニアム開発目標（MDGs） 8 つの目標 

出典：外務省「国際協力政府開発援助 ODA ホームページ」 2017/11/1 取得 

 

その後、ミレニアム開発目標の残された問題、15 年間に顕在化した都市、気候変動、

格差などの課題の解決を目指すべく、2015 年 9 月にニューヨーク国連本部で「国連持

続可能な開発サミット」が開催され、持続可能な開発目標が採択された。（図 2 参照）

「誰一人取り残さない」という理念のもと、2030 年までに貧困を撲滅し、持続可能な社

会を実現するための指針として 17 の目標が持続可能な開発目標として掲げられた。こ

のように、ミレニアム開発目標にて、5 歳児未満と妊産婦の死亡率削減、ジェンダー平

等と女性の地位向上が達成されなかったことや、持続可能な開発目標に「すべての人

に健康と福祉を」と「ジェンダー平等の実現」があるように、ジェンダー平等の推進

と子どもの健康水準の向上は、貧困脱却に向けての重要課題であると言える。 
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図 2 持続可能な開発目標（SDGs） 17 の目標 

出典：JICA「持続可能な開発目標（SDGs）と JICA の取り組み」2017/11/1 取得 

 

第 3 節 ジェンダー不平等による格差 

マダガスカルのジェンダー状況として、総人口に占める男性の割合は 49.836%で、女

性の割合は 50.164%となっている。男性よりも女性の方が、割合が少し高いが、ほぼ同

数である。２女性世帯主の割合は 19.4%と、全世帯の約 5 分の 1 程度にあたる。総体的

には、世帯主の性別で貧困率を比較しても大きな差は見られないものの、世帯規模に

より差が見られる。6 人以下の世帯に限れば、世帯主が男性の場合は女性世帯主に比べ

て貧困率が低い傾向がある。1 日 1.25 ドル未満で生活する貧困者に陥る危険性はそれ

ぞれ 14%、7%の割合で、男性世帯主の家庭に比べて女性世帯主の方が、危険性が高くな

っている。性差による失業率には格差が見られ、男性の失業率が 2.9%であるのに対し、

女性は 4.8%と高くなっている。そして、政治や農業部門以外における職業での女性比

率は低いままである。３また、1999 年から 2008 年で女性の就学率が 20.7%上昇した結

果、初等教育修学における男女格差はほぼ見られなくなったが、中等教育以上になる

                                                      
２ 国際統計格付けセンターよりデータ取得 
３ instat Madagascar よりデータ取得  



WEST2017 本番論文 

 12 

と男子の就学比率が高くなっている。15 歳以上の女性の非識字率は 2001 年の 49.7%か

ら 2005 年の 40.7%へと減少してきているものの、まだまだ多くの女性が字を読むこと

ができず、改善課題として残り続けている。マダガスカルにおける妊産婦死亡率の削

減に関しては改善がみられていない。出産 100,000 人あたりの妊産婦死亡率は 1997 年

が 488 人、2010 年は 498 人となっている。４ジェンダーギャップ比率は日本より高い

ものの、このようにマダガスカルにおけるジェンダー不平等は深刻な問題であると言

える。 

 

第 4 節 感染症・栄養不良と子どもの健康状況 

マダガスカルの健康状況として、男性の平均寿命は 63.9 歳、女性の平均寿命は 67.0

歳である。都市部に行けば整った病院はあるが、日本のような行き届いた技術や診療

は全く期待できない。国連エイズ合同計画（UNAIDS）によると、マダガスカルの成人

HIV 陽性率は、2009 年時点で 0.2%から 0.3%と推定されている。また、マラリア患者は

2005 年時点で全国に約 120 万人と推計されており、このうち病院などで治療を受けて

いる人の死亡率は 17.5%となっている。一方、2002 年から 2006 年にかけて結核の患者

数は増加し続けている。また、安全な飲料水を継続的に利用できる人の割合は、2005

年時点で全人口の 35%である。汚い水を使用することは深刻な病気を引き起こしてし

まう原因となり、コレラや腸チフス、赤痢などの感染症を引き起こすこともある。農

村地域では、いまだに遠方の河川や井戸へ水汲みに行かなければならない状況にある。

５また、マダガスカルでは国民の約 20%が、成人が 1 日に摂取すべきとされている

2,133kcal のエネルギーを満たすことが出来ておらず、栄養衰微とされる世界 20 ヶ国

の 1 つに数えられている。農村地域では、約 53%の世帯が健康的な生活を送るために

十分な栄養を摂取出来ていない。食糧不安に陥りやすい世帯としては、平均 5.4 人で

構成される多人数世帯、女性世帯主、高齢者世帯主、季節労働者世帯などである。６ま

た、マダガスカルはペスト汚染国であり、2017 年 10 月の最新情報では、感染者は 1,192

名、死亡者は 124 名である。７ 

                                                      
４ Hey Zara Madagascar よりデータ取得 
５ World Bank よりデータ取得 
６ WFP よりデータ取得 
７ 外務省よりデータ取得 
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子どもの健康状況として、発育遅れの子どもの割合が 59.6%である。病院の医療機器

が不十分であり、子どもの栄養不良は深刻な問題である。栄養不良に限らず、体重不

足や発育不良の 5 歳未満児も多く見られる。急性栄養失調に陥りやすいのは農村地域

の 5 歳未満児が最も多く、約 176,000 人存在している。マラリアなどの予防可能な病

気で 5 歳を迎えることができない子どもは毎年 38,000 人以上にのぼる。８ 

第 5 節 問題意識 

以上の現状分析から、マダガスカルにおける人々の生活水準は極めて劣悪であり、

状況改善のための方策も政治的混乱によりほとんど行われていないことが理解でき

た。とりわけ、社会的弱者である子どもの健康状況は深刻であり、早急かつ効果的な

対策が必要である。幼少期の栄養不全状況は、青年期や労働市場への参入後にも悪影

響を及ぼすことが知られているが、世界最貧国の 1 つであるマダガスカルには、こう

した状況へ支払うことが出来る予算も限られており、そんな状況の中で対応が可能で

効果的な施策の構築、普及が社会政策の最重要課題と位置付けられている。このよう

な状況下で国際協力機構（JICA）９は、2018 年度より農村地域の子どもの栄養改善に

向けたプロジェクトを開始する予定であり、我々はそのプロジェクトへの情報提供、

並びに政策提言を行うことになっている。無論、JICA の支援があるとはいえ、予算が

限られた中で、どのような現実的かつ効果的な施策が可能となるのか、という現状は

変わらない。よって、本稿で考えるべき課題は日本とマダガスカルにおいて、極めて

大きな政治的意味を持つ。 

 将来世代である子どもの健康水準向上は、これから質の高い労働人口を増やし、さ

らに高い生産性を生むことができ、それが将来のマダガスカルの発展につながり得る。

以上の点から、我々は将来世代の子どもの健康水準を向上させる要因を分析し、現実

的かつ効果的な政策を考えることを目的とする。 

                                                      
８ WFP よりデータ取得 
９ 以下、JICA とする 
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先行研究及び本稿の位置付け 

第 1 節 先行研究 

開発途上国において、子どもの健康や就学、厚生の決定要因を検証している研究は

多く行われている。和田（2008）では、インドでの女性の自立性が家庭内資源分配や

子どもの厚生にもたらす影響を検証している。女性の自律性を家庭内での自らの行動

やその他の意思決定事項に関し、自らの意思を反映させられる程度や、自らの意見を

表明できる程度と定義付けている。分析の結果、女性の自律性は教育の促進によって

向上することが示唆された。また、女性がメディアに触れる機会を持つことによって

も自立性は改善される可能性が高いことが判明した。更に、女性の親類が近隣に居住

している場合や、家計の投資が多いほど女性の自律性は高くなることも結果として出

ている。しかし、女性の自立性の向上が必ずしも子どもの厚生を改善するとは限らな

いことが挙げられた。それでも、女性の自立性が改善されることで、子どもの厚生を

促す医療や保健情報の改善がもたらされることが結果として示された。また、当該先

行研究では交渉に対する意思決定主体の選好が考慮される、非対称なナッシュ均衡点

を持つ協力的バーゲニングモデルが利用されており、本稿ではこの理論モデルを使用

する。同じく和田（2009）では、女性のエンパワーメントが子どもの就学にどのよう

な効果をもたらすかについて検証している。この論文では、ケニア農村のマイクロデ

ータを使用し、実証分析を行っている。結果として、家庭内の意思決定過程において、

妻の夫に対する交渉力を向上させることによって、子どもの厚生、初等教育における

就学状況に良い影響を与えていることが示唆された。これらの先行研究から、子ども

の健康水準を改善するためには、女性の自立性や夫婦間交渉力の向上が効果的である

ことが判明した。また、女性の夫婦間交渉力の影響を検証する際、バーゲニングモデ

ルを使用することが適切であることも理解できた。 

 女性の夫婦間交渉力の影響を検証するために、バーゲニングモデルを使用している

先行研究として、Louis(2012)がある。当該先行研究では、条件付現金給付（CCT）によ

って、貧しい家庭の女性が家庭内資源を有効なものへ分配するかを最初の CCT である
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BA プログラムの影響により評価している。BA プログラムは、非常に貧しい家庭の乳幼

児死亡率と栄養不足を減らすことを目的とし、妊娠中の女性と 7 歳未満の児童を持つ

女性を対象にしている。データは IFPRI（International Food Policy Research 

Institute）が実施した調査のデータ 1006 世帯を使用し、ランダム化比較実験を用い

て分析している。BA プログラムの前身である BE プログラムに参加しなかったグルー

プを、BA プログラムに参加させた介入と何もしないグループに別れさせた。また、BE

プログラムに参加したグループを、BA プログラムに参加させた介入と何もしないグル

ープに別れさせた。最小二乗法を用いた分析により、結果として BA プログラムにより

恩恵を受けるのは総支出、食品支出、食品外支出であることがわかった。また、BA 参

加者は不参加者よりも野菜や果物などの食品支出が多くなり、サービス消費は少なく

なる。また、家計の意思決定と利益の増加に影響を与えることが示唆された。また

Fuwa(2006)では、夫婦の自分自身に対する支出行動は、子どもが生まれた際にどの様

に変化するのかを検証している。調査では、インドの 7 歳以下の子どもを持つ 357 世

帯を対象にしている。最小二乗法を用いた分析により、結果として夫は子どもが男性

なら支出は変化するが、女性の場合は支出に変化はなかった。また妻の場合は、性別

に関係無く支出が変化しており、女性の方が子どもの性別に左右されにくい事が示唆

された。また Daniel（2000）では、経済的インセンティブが親の子どものための時間

配分にどのような影響を与えているかを検証している。スウェーデンの 1984 年と 1993

年の賃金データを使用しており、結果として、子どもの活動のための時間や市場労働

についての決定は相互依存していることがわかった。また、父親が長時間労働を行え

ば、母親は子どもへの時間配分を増加させる一方で、母親の労働時間の変化は、父親

の子どもへの時間配分に与える影響が小さいことが示唆された。最後に Nava (2009)

では、配偶者のリスク選好とコミュニケーションが個人の財政的選択と因果関係があ

るのかを検証している。データは、フィリピンのミンダナオにある農村民営銀行の利

用者である 146 組の夫婦に聞き取り調査、リスク選好ゲームを行った。結果として、

選択がプライベートである場合、夫は自分の個人口座にお金を入れるが、選択にコミ

ュニケーションがある場合は、夫が妻の口座にお金を入れることが示された。また、

家庭内資源分配決定権が女性にある場合、貯蓄と投資は大きくなることが示唆された。

これらの先行研究により、夫婦間交渉力を検証する際に、バーゲニングモデルが適切

であることが理解できた。また、リスク選好が夫婦間交渉力に影響を与えていること
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が示唆された。 

Vrinda(2007)では、2003 年にイギリスの YouGov 調査機関が Watson Wyatt 社の web

データを用いて、リスク選好と健康状態、貯蓄の変化との因果関係を調査している。

分析では最小二乗法を用いており、結果として、個人の健康の悪化は投資の度合いや

リスク選好、貯蓄の低下に大きな影響を与えることが分かった。また、健康状態が悪

い人の方が、健康状態が良い人よりも貯蓄が減少しやすいということが示唆された。 

しかし、これらの先行研究では自立性や夫婦間交渉力、子どもの健康についてパネル

データを使用しておらず、1 時点の結果しか得ることができていない。それに加えて、

途上国において夫婦によるリスク選好を検証している先行研究は我々の探す限り、存

在しない。本稿の位置付け、新規性については、次節で述べる。 

 

第 2 節 本稿の位置付け 

本稿では、上述した先行研究の他にも、様々な論文を参考とし、パネルデータを用

いた二段階最小二乗法によって、夫婦間交渉力が子どもの健康に与える影響を検証す

る。先行研究では、1 時点のデータにより、夫婦間交渉力が子どもの健康や厚生に影響

を与えるのか、又は交渉力を向上させる要因は何かを検証していた。しかしながら、2

時点において、夫婦間交渉力の影響や向上の要因を分析する研究は我々の探す限り存

在しない。また、リスク選好をパネルデータにより、夫婦間交渉力に影響しているか

を検証している先行研究も見受けられない。 

 よって本稿では、2014 年時に行われたマダガスカル農村調査によるデータと 2017 年

時に行われた調査のデータを用いて、2 時点によるパネルデータ分析を行う。二段階最

小二乗法を用いて、3 年間での子どもの健康水準の決定要因を測り、更に夫婦間交渉力

の要因を検証することが当該論文の新規性であると考える。また、リスク選好の結果

を説明変数に加え、夫婦間交渉力に影響しているかを検証する。本稿の分析結果によ

り、夫婦間交渉力を向上させる要因を探ることができれば、それを介して子どもの健

康水準を向上させる政策を提言することができ、将来的にマダガスカルの開発に貢献

することができると考える。 
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理論・分析 

 第 1 節 検証仮説 

上述した問題意識と先行研究により、我々は「マダガスカル農村において妻の夫婦

間交渉力が上昇すると子どもの健康水準が向上する」という検証仮説を立て、パネル

データを用いた実証分析を行う。また、2014 年に調査した世帯の子どもの BMI が低い

ままで、2017 年の調査でも低いままであれば、妻の交渉力も低いままであると予想す

る。逆に、2014 年において子どもの BMI が低くても、2017 年で改善されていれば、妻

の交渉力も向上しているのではないかと考えられる。分析によって、妻の夫婦間交渉

力が子どもの健康に影響を与えていることが分かれば、夫婦間交渉力の向上により子

どもの健康水準を向上させる政策を提言できるのではないかと考える。 

 また、我々はリスク選好ゲーム１０により得たデータを説明変数として利用する。こ

のゲームにおいて、多くのお金を賭ける、つまり革新的な家計の子どもは健康水準が

高いと予想する。 

 

 第 2 節 調査概要・データ 

本稿で使用するデータは、関西学院大学経済学部・栗田研究会 5 期生が 2017 年 8 月

に実際にマダガスカルに訪れ、JICA 協力のもと、独自の調査票を用いて各家計へのア

ンケート調査により得たものである。現地では、アンタナナリボ大学に通う学生が通

訳として、調査に同行した。なお、訪れた地域はアンカソベ群、アンチラベ群、チルノ

マンディディ群の 3 地域である。（図 3 参照）いずれの地域も中央高地に位置してお

り、農村地帯である。サンプル数は全体で 1070 世帯、4596 人である。そのうち、15 歳

以下の子どもが 1881 人である。また、パネルデータとして、同研究会が 2014 年 8 月

にマダガスカルに訪れ、アンケート調査によって得たデータを使用している。訪れた

地域はアンカソベ群、アンチラベ群、マンジャカンドリアナ群の 3 地域である。サン

                                                      
１０ 我々が行ったリスク選好ゲームについては、第 2 節にて詳しく述べる。 
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プル数は全体で 520 世帯、2559 人である。12 歳以下の子どもが 886 人である。本稿で

は、2014 年と 2017 年双方で調査を行ったアンカソベ群とアンチラベ群の 156 世帯、

子ども 147 人を使用する。今回、2014 年時において 0 歳から 12 歳までの男女を子ど

もと定義付けし、分析を行う。そのため、2017 年現在では 3 歳から 15 歳までの男女と

いう定義となる。 

 

図 3 マダガスカルの調査地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        出典：筆者作成 

 

我々は、子どもの健康水準を測る指標として BMI（Body Mass Index）を使用する。

BMI とは、身長と体重から健康水準を測る値であり、体重(Kg)/{身長(m)×身長(m)}で

求めることが出来る。BMI は 22 が最も健康である理想値とし、18.5 未満を低体重、

18.5 以上 25 未満を標準、25 以上を肥満としている。以下の図は、2017 年調査時の

子どもの BMI の地域別平均値である。この図から、我々が調査を行った農村地域の子

どもの BMI は、極めて低い水準であり、深刻な状態であることが分かる。 
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図 4 子どもの BMI 平均値（2017 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           出典：筆者作成 

 

妻の夫婦間交渉力は以下の 7 つの質問項目の YES の合計数で測定した。質問は、「何

を料理するかの決定権があるか」、「自由に使えるお金を持っているか」、「過去数ヶ

月に Family Planning に関して夫と相談したか」１１、「市場への外出の際に許可が必

要か」、「自分自身の医療診察の際に許可が必要か」、「両親や兄弟宅への外泊の際に

許可が必要か」、「親戚や友人を訪ねる際に許可が必要か」の 7 つである。以下の図

は、2017 年調査時の妻の夫婦間交渉力の地域別平均値を表している。この図から、我々

が調査を行った農村地域の妻の夫婦間交渉力は低水準であることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
１１ Family Planning とは、子どもを産むか産まないかという家族計画のことである。 
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図 5 妻の夫婦間交渉力の平均値（2017 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      出典：筆者作成 

 

メディアに関する質問は以下の 8 つの質問項目の頻度を数値に表し、メディアと対

話に分けて主成分で測定した。頻度は数値の 1 から 5 で表し、それぞれ小さい順に毎

日、週に 1 回、月に 1 回、月に 1 回より少ない、全くないである。8 つの質問は「新聞

の購読頻度」、「雑誌の購読頻度」、「ラジオの視聴頻度」、「携帯電話の使用頻度」、

「村長との対話頻度」、「宗教リーダーとの対話頻度」、「友人・同僚との対話頻度」

「村の上映会の視聴頻度」である。また、村の上映会の視聴頻度はメディア、対話の両

グループに属さないため、主成分分析を行っていない。 

また、我々はサイコロを用いたリスク選好ゲームを夫のみ、妻のみ、夫婦の 3 パタ

ーンで行った。（図 6 参照）まず、被験者に 2,000 アリアリ１２を与え、被験者はその

お金を 0、400、800、1,200、1,600、2,000 アリアリの中からいずれかの金額を賭ける

ことができる。サイコロを振り、その目に応じて倍率が決定する。決定した報酬はす

べて被験者が実際に受け取ることができる。このゲームでは初めにお金を与えている

ため、最高額の 2,000 アリアリを賭けてすべて失ったとしても、家計に損害はない。

このゲーム期待値を計算すると、お金を多く賭けるほうが、多くの報酬を受け取れる

可能性が高くなる。 

                                                      
１２ 2,000 アリアリ=約 70 円 
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図 6 リスク選好ゲーム早見表 

出典：筆者作成 

 

第 3 節 理論モデル 

我々の研究を進めるため、本稿では、和田（2008）で用いられた非対称なナッシュ

均衡点を持つ協力的バーゲニングモデルを利用する。 

 

max
𝑥,𝑧

 [𝑈𝑓(𝑥, 𝑧) − 𝑉0
𝑓

]
𝛾

  [𝑈𝑚(𝑥, 𝑧) − 𝑉0
𝑚]𝛾 

s. t. 𝑝𝑥 + 𝑞𝑧 ≤ 𝐼𝑓 + 𝐼𝑚 
 

このモデルでは、対称なナッシュ均衡点を持つ協力的バーゲニングモデルと異なり、

交渉に対する意思決定主体の選好が考慮される。U は効用関数で上付きの f、m はそれ



WEST2017 本番論文 

 22 

ぞれ妻、夫を表す。また、V0 は交渉が決裂した場合の効用水準１３を表す。ｘは妻と夫

の私的財、z は子どもの厚生、p は私的財の価格、q は子どもの厚生の維持に要するコ

ストである。γは妻と夫の交渉に対する選好に基づいた相対的な力関係を表し、Iｆと

Iｍはそれぞれ妻と夫の所得を表す。本稿では、子どもの厚生を健康水準、交渉力を表

す V0 とγを夫婦間交渉力と想定して分析を行う。 

 この最大化問題を解き、通常の需要関数として以下の式が得られる。  

 

z = z(p, q, 𝐼𝑓 , 𝐼𝑚 , 𝑉0
𝑓

, 𝑉0
𝑚 , 𝛾) 

 

子どもの健康水準を決定する要因は、私的財の価格、子どもの健康の維持に要する

コスト、妻と夫の所得、夫婦間交渉力である。この理論モデルの最大化問題を解いた

結果から、我々は 2 本の推計式を作成した。推計式については、次節で詳しく述べる

とする。 

 

第 4 節 推計式 

本稿では、妻の夫婦間交渉力が子どもの健康にどのように影響を与えているのかを

パネルデータを使用して分析を行う。しかし、妻の夫婦間交渉力は構造的に決定され

ており、その要因を求める必要がある。したがって、我々はパネルデータと操作変数

を用いた二段階最小二乗法を分析モデルとして用いることにより、妻の夫婦間交渉力

の決定要因を求めると同時に、妻の夫婦間交渉力が子どもの健康に与える影響を求め

たいと考える。そこで、我々は以下の 2 本の推計式を作成した。 

 

第 1 項 推計式 1 本目 

以下の推計式は、子どもの BMI を被説明変数に置き、その決定要因を探るため、9 つ

の説明変数を用いた式である。 

 

                                                      
１３ 効用水準はスレット・ユーティリティである。 
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子どもの BMIi＝β0+β1i(妻の夫婦間交渉力：第一主成分)+β2i(年齢) 

+β3i(妻の家事労働時間)+β4i(兄弟数)+β5i(リスク選考)+β6i(年間医療消費) 

+β7i(妻の村内ネットワーク)+β8i(妻の村の上映会の視聴頻度) 

 +β9i(家計収入)+Ui(攪乱項) 

 

第 2 項 推計式 2 本目 

以下の推計式は、第一主成分の妻の夫婦間交渉力を被説明変数に置き、その決定要

因を探るため、12 の説明変数を用いた式である。 

 

妻の夫婦間交渉力：第一主成分 i=β0+β1i(年齢)+β2i(妻の家事労働時間) 

+β3i(兄弟数)+β4i(リスク選考)+β5i(年間医療消費) 

+β6i(妻の村内ネットワーク)+β7i(妻の村の上映会の視聴頻度) 

+β8i(対話頻度：第二主成分)+β9i(対話頻度：第三主成分) 

+β10i(メディア使用頻度：第一主成分)+β11i(メディア使用頻度：第三主成分)  

+β12i(家計収入)+Ui(攪乱項) 

 

第 5 節 分析方法 

本稿では、パネルデータと操作変数を用いた二段階最小二乗法を使用して分析を行

う。分析の際、主成分分析により、妻の夫婦間交渉力、妻の対話頻度、妻のメディア使

用頻度の 3 つの変数を新たに作成し、使用した。また、パネルデータの中でも固定効

果モデルを使用し、妻の交渉力が子どもの健康に与える影響を求めたいと考える。さ

らに、妻の交渉力の決定要因を求めることによって、それを介して子どもの健康水準

を向上させるような政策を提言したい。分析後には、F 検定と Hausman 検定を行い、固

定効果モデルが本稿に適している分析方法であることも示したい。また、1 本目の推定

式に使用する操作変数は、攪乱項を含む被説明変数である子どもの BMI との相関によ

って確認する方法を使用した。推計結果より、90％有意水準で考えた場合、子どもの

BMI と操作変数の相関係数が 0.1 を超える棄却域に達していない変数は「第一主成分

のメディア頻度」「第三主成分のメディア頻度」「第一主成分の対話頻度」の 3 つであ

った。これにより、上述した３つの変数を操作変数として使用する。 
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第 6 節 分析結果・考察 

第 1 項 主成分分析の結果 

「妻の夫婦間交渉力」、「妻の対話頻度」、「妻のメディア使用頻度」の 3 つに関

しては、それぞれ第一主成分から第三主成分まで抽出した。主成分分析により、変数

に重み付けすることによって、どの変数が 3 つの変数に影響を与えているのか容易に

判断できるようになる。 

 

表 2 妻の夫婦間交渉力の主成分分析結果 

出典：筆者作成 

 

表 3 妻の対話頻度の主成分分析結果 

 

                        出典：筆者作成 

 

 

 

 

妻の対話頻度 第一主成分 第二主成分 第三主成分

村長との対話頻度 0.6356 -0.3079 -0.7080

宗教リーダーとの対話頻度 0.6348 -0.3134 0.7062

友人・同僚との対話頻度 0.4393 0.8989 0.0038

妻の夫婦間交渉力 第一主成分 第二主成分 第三主成分

何を料理するかの決定権があるか -0.148 0.617 0.138

自由に使えるお金を持っているか 0.237 0.498 -0.489

過去数ヶ月間に Family Planningに関して夫と相談したか -0.049 0.370 0.781

市場への外出の際に許可が必要か 0.436 -0.262 0.284

自分自身の医療受診の際に許可が必要か 0.476 0.256 0.052

 両親や兄弟宅への外泊の際に許可が必要か 0.473 -0.251 0.187

親戚や友人を訪ねる際に許可が必要か 0.529 0.193 -0.118
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表 4 妻のメディア使用頻度の主成分分析結果 

 

                       出典：筆者作成 

 

第 2 項 推計式の結果 

表 5 推計式 1 本目の分析結果 

サンプル数＝175 決定係数＝0.2685              出典：筆者作成 

 

1 本目の推計結果より、「第一主成分の交渉力」、「年齢」、「妻の家事労働時

間」、「兄弟数」が有意となり、これらの変数が子どもの BMI に影響を与えているこ

とが結果として得られた。子どもの年齢が上がるほど BMI は改善している傾向にあ

り、逆に年齢が低いほど健康水準が低いという結果となった。5 歳未満児の死亡率が

改善していないことからも、年齢の低い子どもの健康水準の改善が重要課題であるこ

とが分かる。また、家計の構成員の変化、つまり兄弟数が増えることによって、子ど

も 1 人当たりの BMI は下がるという結果が得られた。家計の食料分配により、子ども

妻のメディア使用頻度 第一主成分 第二主成分 第三主成分

新聞の購読頻度 0.6288 -0.1387 -0.0069

雑誌の購読頻度 0.4988 -0.3731 0.6239

ラジオの視聴頻度 0.3348 0.9149 0.1982

携帯電話の使用頻度 0.4937 -0.0668 -0.7559
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1 人当たりに与えられる食料が減少するという点から、この様な結果になったと考え

られる。しかし、我々が「リスク選考ゲームで多くの金額を賭ける革新的な家計ほ

ど、投資について理解しているということになるため、その家計は子どもの BMI に正

の影響を与える」という検証仮説は立証されなかった。このような結果になった理由

として、政策や支援なしでは人々の性格が変化することは考えにくく、3 年間で賭け

る金額があまり変化しなかったことが挙げられる。第一主成分の夫婦間交渉力は、こ

の要素が上がると子どもの BMI に正の影響を与えているため、この変数の構成要素で

プラスの係数である、「自由に使えるお金を持っているか」、「市場への外出の際に

許可が必要か」、「自分自身の医療診察の際に許可が必要か」、「両親や兄弟宅への

外泊の際に許可が必要か」、「親戚や友人を訪ねる際に許可が必要か」の 5 つの構成

要素が影響を与えていることが結果から得られた。よって、この 5 つの構成要素を改

善することが妻の夫婦間交渉力の向上につながり、子どもの BMI の改善につながると

考える。 

 

表 6 推計式 2 本目の分析結果 

 

サンプル数＝175 決定係数＝0.4543              出典：筆者作成 

 

妻の夫婦間交渉力：第一主成分 係数 標準偏差 T値 P値

年齢 -0.176042 0.067291 -2.62 0.012 -0.31134 -0.04074

家事労働時間 -0.003111 0.043384 -0.07 0.943 -0.09034 0.08412

兄弟数 -0.061453 0.287245 -0.21 0.832 -0.63900 0.51609

リスク選考 0.000128 0.000213 0.60 0.551 -0.00030 0.00056

年間医療消費(log) 0.024710 0.071975 0.34 0.733 -0.12001 0.16943

妻の村内ネットワーク 0.065064 0.038027 1.71 0.094 -0.01139 0.14152

妻の村の上映会の視聴頻度 -0.306399 0.215948 -1.42 0.162 -0.74059 0.12779

家計収入(log) -0.080751 0.044135 -1.83 0.074 -0.16949 0.00799

対話頻度：第二主成分 -0.486645 0.265257 -1.83 0.073 -1.01998 0.04669

対話頻度：第三主成分 0.608626 0.166365 3.66 0.001 0.27413 0.94313

メディア使用頻度：第一主成分 0.601056 0.168613 3.56 0.001 0.26204 0.94008

メディア使用頻度：第三主成分 -0.369966 0.161021 -2.30 0.026 -0.69372 -0.04621

切片 3.349778 1.746224 1.92 0.061 -0.16124 6.86080

95%信頼区間
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2 本目の推計結果より、「年齢」、「妻の村内ネットワーク」、「家計収入」、「第

二主成分の対話頻度」、「第三主成分の対話頻度」、「第一主成分のメディア使用頻

度」、「第三主成分のメディア使用頻度」が有意な結果となった。よってこれらの変数

が、妻の夫婦間交渉力に影響を与えていることが結果として得られた。主成分分析と

推計式 2 本目の結果より、第三主成分の対話頻度はこの要素が上がるほど、妻の夫婦

間交渉力が上がるようになっており、改善するにはできるだけ大きな数値にすること

が求められる。そのため、構成要素であり、またマイナス係数である「村長との対話

頻度」の数値を小さくすることが求められる。 

 

図 7 第三主成分の対話頻度から見た妻の夫婦間交渉力の決定要因 

 

出典：筆者作成 

 

この時に注意すべき点は、対話、メディアに関する数値は大きくなるほど、頻度の

程度が悪くなるということだ。正の影響を与える友人・同僚との対話頻度、宗教リー

ダーとの対話頻度を向上しようとする場合、できるだけ小さな数値にすることが求め

られる。よって、「村長との対話頻度」が妻の夫婦間交渉力の向上に重要となる。第一
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主成分のメディア使用頻度も第三主成分の対話頻度と同じ状況である。しかし、今回

はマイナス係数がないので、これらを大きくすることはメディア使用頻度を下げるこ

とが求められるため、第一主成分のメディア使用頻度によって改善を求めることは難

しいと考える。第三主成分のメディア使用頻度はこの要素が上がるほど、妻の夫婦間

交渉力が下がるようになっており、改善するにはできるだけ小さな数値にすることが

求められる。つまり、数値自体がマイナスになる方が良いとも捉えられる。 

 メディア使用頻度は、数値が大きいほどメディアに触れていないということになる

ので、構成要素でプラスの係数である「雑誌の購読頻度」、「ラジオの視聴頻度」を

上げることが求められる。第二主成分の対話頻度に関しても同様に言える。 

 

図 8 第三主成分のメディア使用頻度からみた妻の夫婦間交渉力の決定要因 

 

出典：筆者作成 

 

また、構成要素でプラスの係数である「友人・同僚との対話頻度」を上げることが

求められる。「友人・同僚との対話頻度」と「村長との対話頻度」は、係数の符号がそ

れぞれ対になっており、比較対象になっている。第三主成分の対話頻度の場合、村長
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との対話頻度が一段階向上すると 0.7 だけ妻の夫婦間交渉力に正の影響を与え、友人・

同僚との対話頻度が一段階向上すると 0.0038 だけ妻の夫婦間交渉力に負の影響を与

える。つまり、「友人・同僚との対話頻度」が向上してもあまり負の影響を与えていな

いということになる。次に、第二主成分の対話頻度の場合、村長との対話頻度が一段

階向上すると 0.3079 だけ妻の夫婦間交渉力に負の影響を与え、友人・同僚との対話頻

度が一段階向上すると 0.8989 だけ妻の夫婦間交渉力に正の影響を与える。これによ

り、「友人・同僚との対話頻度」が向上すると妻の夫婦間交渉力に多大な影響を与え

ているということが分かる。また係数比較により、「村長との対話頻度」の向上も効

果的であることが判明した。その他に、「妻の村内ネットワーク」、「家計収入」が増

加するほど、妻の夫婦間交渉力が上がることが結果から明らかとなった。 

 

第 3 項 検定結果 

 

表 7 検定結果 

 

                      出典：筆者作成 

最後に、2 つの検定結果について上記に示す。それぞれの検定を一段階目と二段階目

の推計式に対して行った。一段階目が「第一主成分の妻の夫婦間交渉力」を、二段階

目が「子どもの BMI」を被説明変数としている推計式である。まず一段階目について、

固定効果モデルよりもプーリング回帰モデルの方が適しているという仮説を立て、検

定を行う F 検定に対して、棄却域 5％以下の値を示しているので、この仮説は棄却す

ることができる。また、固定効果モデルよりも変量効果モデルの方が適しているとい

う仮説を立て、検定を行う Hausman 検定に対して、棄却域 1％以下に達しているので、

こちらの仮説も棄却することができる。よって、一段階目の推計式は固定効果モデル

が適しているということが検定結果より証明された。また、二段階目も同じように、F

検定では棄却域 1％以下であり、また Hausman 検定でも棄却域１％以下に達している

ので、こちらの推計式も固定効果モデルが適しているということになる。以上 2 つの

検定値 P値 検定値 P値

F検定 1.56 0.0425 1.73 0.0149

Hausman検定 53.31 0.0000 23.96 0.0004

一段階目 二段階目
検定



WEST2017 本番論文 

 30 

検定結果から、本稿の推計式がパネルデータと操作変数を用いた固定効果モデルが適

していることが判明した。 

 

第 7 節 説明変数補足・基本統計量 

本節では、分析に使用した各説明変数についての詳細を述べる。 

 

・子どもの BMI…身長と体重から健康水準を測る値であり、体重(Kg)/{身長(m)×身長

(m)}で求めることが出来る。BMI は 22 が最も健康である理想値とし、18.5 未満を低

体重、18.5 以上 25 未満を標準、25 以上 30 未満を肥満 1 度、30 以上 35 未満を肥満

2 度、35 以上 40 未満を肥満 3 度、40 以上を肥満 4 度としている。 

・妻の夫婦間交渉力…以下の 7 つの項目の YES の合計数から、家庭内における妻の夫

婦間交渉力を測定した。また、主成分分析によって第一主成分から第三主成分まで

新たに 3 つの変数を作成した。 

 

図 9 妻の夫婦間交渉力の質問項目 

 

                      出典：筆者作成 

 

・年齢…2014 年 8 月を基準として、0 歳から 12 歳の子どもの年齢を用いる。2017 年 8

月では、3 歳から 15 歳にあたる。 

・妻の家事労働時間…妻の平日平均家事労働時間と週末平均家事労働時間を足した家

事労働の和を表す変数である。 

・兄弟数…子どもの兄弟の数を表す変数である。 

妻の夫婦間交渉力に関する7つの質問

1．何を料理するかの決定権があるか

2．自由に使えるお金を持っているか

3．過去数ヶ月間にFamily Planningに関して夫と相談したか 

4．市場への外出の際に許可が必要か 

5．自分自身の医療受診の際に許可が必要か

6．両親や兄弟宅への外泊の際に許可が必要か 

7．親戚や友人を訪ねる際に許可が必要か
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・リスク選考…夫婦で行ったリスク選好ゲームにおいて、0 アリアリから 2,000 アリ

アリまでの 400 アリアリ刻みの賭け金を表す変数である。 

・年間医療消費…家計内における医療分野に対する消費を示した変数である。 

・妻の村内ネットワーク…「村内に 100,000 アリアリ（約 3,500 円）以上をあなたに

貸すことができる人は何人いるか」という質問に対する答えを人数で表した変数で

ある。 

・妻の村の上映会の視聴頻度…村の上映会に参加し、映像を視聴する頻度を表してい

る変数である。頻度は数値の 1 から 5 で表し、それぞれ小さい順に毎日、週に 1 回、

月に 1 回、月に 1 回より少ない、全くないである。 

・家計収入…家計全体の 1 年間の収入を表す変数である。非農業収入+農業収入+仕送

り金で計算している。農業収入は農作物の価格×(生産量×1/2)で計算している。農

作物の価格が分からなかった世帯に関しては、その村の市場価格を使用している。 

・対話頻度…「村長との対話頻度」、「宗教リーダーとの対話頻度」、「友人・同僚と

の対話頻度」の 3 つの変数を主成分分析により新たに作成した変数である。頻度は

上述した妻の村の上映会の視聴頻度と同様に表す。 

・メディア使用頻度…「新聞の購読頻度」、「雑誌の購読頻度」、「ラジオの視聴頻

度」、「携帯電話の使用頻度」の 4 つの変数を主成分分析により新たに作成した変

数である。頻度は上述した妻の村の上映会の視聴頻度と同様に表す。 
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表 8 使用変数基本統計量（2014 年） 

 

出典：筆者作成 

 

表 9 使用変数基本統計量（2017 年） 

 

出典：筆者作成 

 

変数名 サンプル数 平均  標準偏差  最小値  最大値

子どものBMI 148 15.23549 1.86854 11.1369 21.5319

年齢 148 6.92004 3.48795 0.1667 12.8333

家事労働時間 86 6.75988 3.94043 1 20.3

リスク選考 47 1097.87200 664.46750 400 2000

年間医療消費(log) 85 9.83710 1.12064 7.60090 13.14217

妻の村内ネットワーク 72 0.13889 0.58876 0 4

妻の村の上映会の視聴頻度 85 4.57647 0.94335 1 5

家計収入(log) 85 13.45136 1.267117 10.02127 16.78078

変数名 サンプル数 平均  標準偏差  最小値  最大値

子どものBMI 147 16.4478 2.598507 11.0727 27.0699

年齢 147 9.988096 3.576998 2.66667 15.9167

家事労働時間 87 7.582759 4.760086 0.5 26

リスク選考 60 1240 673.7701 0 2000

年間医療消費(log) 81 9.604297 1.565874 6.907755 12.89922

妻の村内ネットワーク 80 1.55 4.945014 0 30

妻の村の上映会の視聴頻度 80 4.65 0.8729406 1 5

家計収入(log) 72 14.13419 1.167592 10.12663 17.15837
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政策提言 

第 1 節 政策提言の方向性 

分析結果から、「第一主成分の妻の夫婦間交渉力」、「年齢」、「家事労働時間」、

「兄弟数」が有意となり、これらの変数が子どもの BMI に影響を与えていることが結

果として得られた。また、「年齢」、「妻の村内ネットワーク」、「家計収入」、「第

二主成分の対話頻度」、「第三主成分の対話頻度」、「第一主成分のメディア使用頻

度」、「第三主成分のメディア使用頻度」が有意となり、これらの変数が妻の夫婦間交

渉力に影響を与えていることが結果として得られた。 

 以上の結果を踏まえて、我々は妻の夫婦間交渉力の向上と共に、その波及効果によ

って子どもの健康水準の改善が期待できる政策を提言する。子どもの健康水準の改善

という最終的な目標に対して、直接的ではない目線から解決しようと試みている。ま

た、政策に支払うことが出来る予算が限られているマダガスカルにおいて、現実的か

つ効率的な政策を提言する。 

 

第 2 節 これまでの取組み 

これまでの取組みとして、JICA は 2005 年 6 月より 3 年半の期間をかけて、「タイ

ズ州地域女子教育向上計画プロジェクト」を行っていた。１４対象地域はイエメン・タ

イズ州で、このプロジェクトの目的としては、女子教育を促進する学校運営モデルを

開発することである。イエメンは基礎教育の男女格差が大きく、初等教育の純就学率

は男性が 85％、女性が 65％となっている。また、成人識字率は男性が 76％であるのに

対し、女性が 39％とかなり低い。そのため、JICA はこのプロジェクトを行い、女子教

育向上に取り組んでいる。このプロジェクトをすることで、女性の就学者数は 6281 人

から 9433 人へと増加し、1.5 倍になった。男性の就学率も 9312 人から 12003 人とな

り、1.3 倍増加している。その理由として、JICA は 3 点挙げている。１つ目は母会の

                                                      
１４ JICA「技術協力 イエメン・タイズ州地域女子教育向上計画プロジェクト」より情報取得 
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開設である。母会とは、学校活動の計画に母親の意見を取り上げる仕組みのことであ

る。2 つ目は、識字教室、裁縫教育を開き、学ぶ機会を提供したことである。3 つ目は、

地域住民が子どもの教育にオーナーシップと責任を持つことで、トップダウン型の教

育マネジメントでは届かなかった地域や子どもたちに着実に届く学校づくりを行った

ことである。この JICA の政策を通して、我々は「母会」に注目したい。母会は女性が

社会に参画できる政策として考えられており、地域コミュニティの活性化にもつなが

る。また、マダガスカルにおいても、NGO などの組織が女性の収入増加、自立性を向上

するためのプログラムとして、女性による週 1 回の村内清掃が行われている村が存在

した。しかし、役割分担が成っておらず、村内に住んでいるほとんどの女性たちが参

加していることもあり、とても非効率な活動であるように見受けられた。その要因と

して考えられることは、組織化がしっかりと行われていかったこと、このプログラム

に関しての最終的なゴールが見えにくい点にあると我々は考えた。そこで、我々は母

会を応用して、組織化された集団を作り、集団内に役割を配置することで、効率性の

高い活動を行うことができる政策を提言したい。 

 

写真 1 Al Fawaz 校 ミィーティング   写真 2 Bab-Al Mandeb 校 学校集会 

  

出典：JICA「タイズ州 地域女子教育向上計画」 2017/11/1 取得 
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第 3 節 政策提言 

妻の夫婦間交渉力を向上させる政策として、我々は「LMR」を提言する。これは「Le 

Mère Réunion」の頭文字を合体させた名前であり、フランス語で「母会議」という意

味である。マダガスカルでは、フランス語が公用語に使われていることから、この政

策名に決定した。「LMR」とは、日本の学校における PTA のような組織で、各学校で子

どもの母親と教職員により組織された団体である。各家計の母親が週に 1 回学校に集

まり、教職員と共に学校のため、そして子どもたちのために学校活動の計画を立てる

ことを目的とする。具体的な内容として、「LMR」では、広報係、環境係、企画係の 3

つの係に役割分担を行う。役割を配置することで、それぞれの仕事に責任感を持たせ

ることができ、効率性の高い活動になると考えられる。まず、広報係は主に校内の新

聞・チラシ作成を行い、情報やイベントを広報する。例えば、学校や村内でのイベン

トが開催される際は、その情報を新聞に記載する。また、今月のテストの点数ランキ

ングなどを作成し、校内に掲載することによって、子どもの勉強へのインセンティブ

も向上することが期待できる。このように、情報を文字に起こし掲載することは、情

報を取得するきっかけとなる。次に、環境係は主に学校内外の清掃や、校内の施設整

備を行う。学校が綺麗になることによって、学校生活を快適に過ごすことができるよ

うになり、登校率の向上が期待できる。また、母親だけでなく子どもも一緒に参加し

てもらうことにより、子どもの清掃意識が向上し、清潔な環境で学ぶことができる。

最後に、企画係は主に時間割作成や子どもに授業の意見を聞き、改善策を考えること、

子どもたちのために楽しいイベントやリフレッシュイベントの企画である。例えば、

放課後に子どもが授業や先生に対しての意見を話すことができる場を設けて、授業の

難易度や指導方法を子どもたちの能力やニーズに合ったものへと変えていく。また、

運動会の開催と企画、子どもたちが授業で理解できなかったことに対する勉強会の開

催などがイベントの候補としてある。また、授業参観を設け、両親が学校に来るよう

にしてもらうことができれば、保護者同士の交流や対話頻度の向上が期待できると考

える。 

また、月 1 回で全ての係と村長による「全体ミーティング」を行い、活動内容や成

果を報告する場を設ける。ミーティングによって、情報交換だけでなく、情報を伝え

る力を養うことができると考える。そして、目標設定を明確にすることで、活動の効
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率性を上げることができる。また、「交換ノート」を村長と各係との間で回してもら

い、意見やアイデア、出来事などを忘れないうちに記入してもらう。交換ノートによ

り母親や村長との交流が増え、村長は村の事情をいち早く知ることができるようにな

る。交換ノートには、読んだ証として夫と妻のサインを書き込んでもらう。そうする

ことで、夫婦で交換ノートに目を通すきっかけとなり、対話も増えるため、妻の夫婦

間交渉力の向上が期待できる。交換ノートがあれば、ラジオや携帯電話などのメディ

アを所有していない世帯でも、情報の取得が可能となる。 

 

図 10 政策提言のスキーム 

 

出典：筆者作成 

 

第 4 節 政策提言のまとめ 

「LMR」の設立によって、学校の教育改善、子どもの勉強へのインセンティブ向上、

村内での情報交換だけでなく、妻の夫婦間交渉力の向上が期待できる。母親や教職員

同士で意見交換などを行うことで協調性が養われ、自立するための一歩になるはずで

ある。活動を通して子どもと教職員、母親のコミュニケーションの機会が増え、意見

や情報の交換が行われる。また、生活していくうえでのコミュニケーション能力、隣

人同士の交流、助け合いも可能になるのではないだろうか。そして、母親のエンパワ
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ーメントや夫婦間交渉力の向上が見込まれ、それが子どもの健康水準向上につながる

と考える。また、この政策では、母親と教職員が集まり、議論を行うためコストはほ

とんどかからない。そして、集団内に役割を配置することで、それぞれの仕事に責任

感を感じることができ、効率性の高い活動になると考えられる。子どもの健康状況が

深刻であり、こうした状況へ支払うことが出来る予算が限られているマダガスカルに

おいて、本稿で提言した政策は極めて大きな政治的意味を持つ。 

我々は、2017 年 8 月 21 日にアンタナナリボに位置するマダガスカル保健省へ、調

査の報告及び政策提言を行った。また、JICA が 2018 年度より開始する農村地域の子

どもの栄養改善に向けたプロジェクトに情報提供、並びに政策提言を行うことになっ

ている。 
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おわりに 

本稿では、マダガスカル農村における夫婦間の交渉力に着眼点を置き、それが子ど

もの健康状態にどのような影響を与えているのかを分析した。パネルデータと操作変

数を用いた二段階最小二乗法により分析を行い、結果としては、「第一主成分の交渉

力」、「年齢」、「家事労働時間」、「兄弟数」が有意となり、これらの変数が子どもの

BMI に影響を与えていることが得られた。また、「年齢」、「妻の村内ネットワーク」、

「妻の村の上映会の視聴頻度」、「第二主成分の対話頻度」、「第三主成分の対話頻度」、

「第一主成分のメディア使用頻度」、「第三主成分のメディア使用頻度」が有意とな

り、これらの変数が妻の夫婦間交渉力に影響を与えていることが結果として得られ

た。結果から、妻の夫婦間交渉力の向上、活動の効率化が可能である「LMR」を政策

として提言した。しかし、分析の際に家計の所得データが不十分であり、子どもの

BMI を被説明変数に置いた推計式では有意にならなかった。また、分析結果で妻の夫

婦間交渉力に有意となった家計収入を政策に組み込めていない。これらの議論は、今

後の研究課題としたい。 

最後に、本稿の作成に当たって、有益かつ熱心なご指導を頂いた栗田匡相准教授、

調査に協力してくださった JICA やアンタナナリボ大学の学生、調査を快く引き受け

てくださったマダガスカル農村の方々、その他調査に協力してくださった多くの方々

へ、心から感謝の意を表する。本研究が、今後のマダガスカルの開発を目指すうえで

の一助となることを願い、本稿を締めさせていただく。 
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